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平塚農業振興地域整備計画見直し業務委託 仕様書 

第 1章 総則 

（適用範囲） 

第１条 この仕様書は、平塚市（以下「発注者」という。）が実施する平塚農業振興地域整備

計画策定業務委託（以下「本業務」という。）に適用する。 

 

（目的） 

第２条 本業務は、平塚市の農業振興地域整備計画の変更に先立ち、国の「農用地等の確保

等に関する基本指針」や県の「神奈川県農業振興地域整備基本方針」の変更を踏まえ、

地域実情に即した農業振興地域整備計画へと見直しを行い、本市農業の健全な発展を

図ることを目的とする。 

 

（委託期間） 

第３条 本業務の委託期間は、契約締結の日から令和 9年 3月 31 日までとする。 

    （債務負担行為に基づく複数年（令和 7年度、8年度の 2か年）契約とする） 

 

（委託料の支払い方法） 

第４条 本業務の委託料支払い方法は、年度ごとの精算払いとし、成果物納品後に請求を行

うものとする。 

 

（準拠する法令等） 

第５条 本業務は、本仕様書によるほか、次の法令等に準拠する。 

（１） 農地法 

（２） 農業振興地域の整備に関する法律 

（３） 農業振興地域の整備に関する法律施行令及び施行規則 

（４） 農業振興地域制度に関するガイドライン 

（５） 土地改良法 

（６） 都市計画法 

（７） 森林法 

（８） 農用地等の確保等に関する基本指針 

（９） 神奈川県農業振興地域整備基本方針 

（１０） 平塚市総合計画～ひらつか VISION～ 

（１１） その他の関係法令・規則・通達等 

 

（品質の担保） 

第６条 受注者は、品質を担保することとして、次に掲げる資格を保有していることを契約



締結時に発注者に対して書類等で提示しなければならない。 

（１） 個人情報を適切に管理・利用する体制が確立されていることに対して認証を受けて

いるプライバシーマーク等の根拠 

（２） 過去１０年間、他市町村において農業振興地域整備計画の見直し業務を請け負い、

これを完了させたことがわかる根拠 

 

（業務の制約） 

第７条 本業務の実施にあたって、受注者は策定業務の着手にあたり事前に発注者と協議を

行い、発注者の意図・目的を十分に理解し、適切な人員を配置し、最高技術を発揮する

ように努めなければならない。また、受注者は業務計画書に基づき適確に業務を行い、

業務の途中において発注者による資料の提出または業務にかかる指示を受けた時には、

速やかに対応しなければならない。 

 

（業務の指示及び監督） 

第８条 本業務を実施するにあたり、受注者は該当契約に基づき発注者が定める監督員と常

に密接な連絡を取り、その指示及び監督を受けなければならない。 

 

（業務経過報告） 

第９条 本業務の実施にあたって、受注者は発注者に対し業務進捗状況を最低月 1回は定例

的な報告をし、発注者の指示を受けなければならない。また、緊急連絡の場合は受注者

がその都度発注者に対して報告し、発注者の指示を受けなければならない。 

 

（資料の貸与及び返却） 

第１０条 発注者は、本業務の遂行のために必要な以下の資料を受注者に無償貸与するもの

とする。受注者は、貸与された資料を施錠等の必要な措置によって十分な管理を実施し

なければならず、管理体制について業務計画書へ記載し、これの承認を得なければなら

ない。また、業務完了後速やかに貸与された資料を返却しなければならない。 

（１） 地番現況図データ（Shape 形式） 

（２） 土地課税台帳データ（Excel 形式） 

（３） 都市計画基本図データ（DM、DXF、PDF 形式） 

（４） 農用地地番データ（Excel 形式） 

（５） 平塚市各種災害ハザードマップデータ（Shape 形式） 

（６） 航空写真画像データ（TIFF 形式） 

（７） 農業振興地域整備計画書及び基礎資料（附図含む） 

（８） 現行の農業振興地域整備計画策定以降の除外・編入地番が確認できる資料 

（９） その他必要な資料 



 

（責務） 

第１１条 本業務の実施にあたり、地元関係者に対して誤解を招く様な言動は慎むと共に、

万が一第三者に与えた損害賠償並びに紛争等の解決は、受注者の責任において、誠意を

もって処理しなければならない。 

 

（秘密の保持） 

第１２条 本業務の過程及び結果から知り得た内容及び結果等は、第三者に漏らしてはなら

ない。 

 

（配置技術者要件） 

第１３条 本業務の目的、発注者の意図を十分理解したうえで、本業務の履行に必要な知識・

技術を要する者を技術者として配置しなければならない。なお、本業務は多岐にわたる

地図データを活用して作業を実施することから、作業成果の品質を担保するため、空間

情報総括監理技術者を作業体制に含むものが望ましい。 

 

（損害賠償） 

第１４条 本業務実施中に受注者の責めに帰すべき理由で生じた事故や過失等により発注

者に損害を与えた場合は、その損害を受注者は賠償しなければならない。 

 

（完了検査） 

第１５条 受注者は業務完了後に、完成届等の関係書類の一式を発注者に提出し、発注者に

よる完了検査を次の日程までに受けなければならない。なお、検査時に成果品に誤りや

不備が発見された場合は、受注者の責任において速やかに成果品の訂正を行い、再検査

を受けなければならない。 

 

令和 7年度の完了検査終了…令和 8年 3月 17 日まで 

令和 8年度の完了検査終了…令和 9年 3月 17 日まで 

 

（履行期限及び納入場所） 

第１６条 本業務の履行期限は次のとおりまでとし、納入場所は平塚市産業振興部農水産課

とする。 

令和 7年度の成果物納入期限…令和 8年 3月 31 日まで 

令和 8年度の成果物納入期限…令和 9年 3月 31 日まで 

 

（成果品の帰属） 



第１７条 成果品の帰属はすべて発注者にあるものとする。また、契約事項以外に利用して

はならない。 

 

（成果品の瑕疵） 

第１８条 業務完了後といえども成果品に不良個所が発見された場合には、該当成果品の完

了検査を受けてから二年を経過する日までに限り、受注者の負担により必要な修正を

行わなければならない。 

 

（疑義） 

第１９条 本仕様書に記載がない事項及び疑義が生じた場合、受注者は発注者の指示に従い、

本業務を遂行しなければならない。 

 

 

第２章 業務内容 

（業務数量） 

第２０条 本業務の数量は以下のとおりとする。 

（１） 平塚市行政面積：67.88 ㎢ 

（２） 平塚市農業振興地域面積：2,668ha 

（３） 平塚市農業振興地域内農用地区域面積：1,068ha 

 

（業務スケジュール） 

第２１条 本業務のスケジュールは以下のとおりとする。 

№ 作業工程 作業期間 

1 計画準備 令和７年１０月 

2 基礎資料収集 令和７年１０月～令和８年２月 

3 農用地地番精査 令和７年１０月～１２月 

4 除外及び編入候補地の検討 令和８年１月～２月 

5 基礎調査の結果資料作成 令和８年３月 

6 県協議用図面修正 令和８年５月～６月 

7 農業振興地域整備計画書作成 ①令和８年５月～６月（県協議時） 

②令和９年２月（計画策定時） 

8 管理用図面作成 令和９年１月～３月 

 

 

 

（計画準備） 



第２２条 本業務の目的を理解したうえで、作業工程、実施手法、体制等について明確にし

た業務計画書を作成し発注者の承認を得なければならない。 

 

（資料収集整理） 

第２３条 本業務の履行に必要な資料を収集し、受注者の作業環境で円滑に利用可能となる

よう資料整理やデータ編集を行うものとする。 

 

（農用地地番精査） 

第２４条 現況農用地の把握を目的として、以下のとおり農用地地番の精査支援を行うも

のとする。 

（１） 農用地地番データに現行の農業振興地域整備計画策定以降の一般管理による除外

を反映させた後、土地課税台帳データとの照合を行う。 

（２） 照合時に生じた不一致は地番・地目・地積等の事由別に整理し報告する。 

（３） 不一致調査は発注者が行い、調査結果を受注者に提供する。 

（４） 発注者の不一致調査完了後、確定した農用地地番データを基に以下の資料を作成

する。 

ア）土地利用現況図 

イ）地区別・用途別の面積集計結果 

 

（除外及び編入候補地の検討） 

第２５条 土地利用現況図や航空写真等を参考に、以下のとおり本市の農業上の土地利用の

検討を支援するものとする。 

（１） 机上調査により、以下の観点から農用地区域からの除外、編入の候補地選定を行う

ものとする。 

ア) 農業振興地域内農用地区域外農地を含む農地の連坦性 

イ) 基盤整備実施の状況 

ウ) 道路整備事業等による公益性の高い事業の用に供する土地への変遷 

エ) 前回総合見直し時の土地利用計画検討結果 

オ) 本市所有の各種災害ハザードマップよる災害危険区域への指定状況 

カ) その他本市の方針等 

（２） 前項の選定結果に基づき、農用地利用計画変更位置図、変更詳細図、除外候補地一

覧を作成するほか、農用地区域の面積の集計を行う。 

 

（基礎調査の結果資料作成） 

第２６条 本市の現状を調査分析し、農林水産省が定める参考様式に基づき、下表のとおり

基礎調査資料及び附図を作成し、附図は将来的な利活用を考慮し Shape 形式とする。 



調査項目 内容 附図 

地域の概況 立地条件、本市の人口及び産業経済の

動向及び見通し、地域の開発構想、農

業関係法令に基づく各種農業振興計画

の概要、農業関係以外の法令に基づく

地域等の指定状況 

 

農業生産の現況及び見通し 重点作目の概要、農業生産の動向及び

見通し 

 

土地利用の現況及び見通し 農業振興地域の土地利用の動向及び見

通し、森林の混牧林地としての利用可

能性 

 

農業生産基盤の現況及び見通

し 

農地の整備率、農業生産基盤の整備開

発に係る各種事業の実施状況 

農業生産基盤

整備状況図 

農用地等の保全及び利用の現

況及び見通し 

経営体数の動向及び見通し、耕地の拡

張及びかい廃、農用地等の保全整備に

係る各種事業の実施状況、農用地利用

集積の現況及び見通し、権利移動の動

向―農用地等の流動化諸方策別、農作

業の受委託及び共同化、地力の維持増

進、耕地利用率、裏作導入等の動向、農

用地に関する規模拡大等希望戸数及び

面積 

農用地等保全

整備状況図 

農業近代化施設整備の現況及

び見通し 

農業近代化施設の整備状況 農業近代化施

設整備状況図 

農業就業者育成・確保の現況及

び見通し 

新規就農者の動向及び見通し、農業就

業者育成・確保施設の状況 

農業就業者育

成・確保施設

整備状況図 

就業機会の現況及び見通し 農業従事者の他産業就業の動向及び見

通し―専兼業等別、農業従事者の就業

の現況―他産業別、農村産業法等に基

づく開発計画の概要、農業従事者に対

する就業相談活動の現況、企業誘致及

び企業誘致活動の現況 

 

農村生活環境の現況及び見通

し 

農村生活環境整備事業等の実施状況、

農村生活環境整備の問題点 

農村生活環境

整備状況図 

森林の整備その他林業の振興 林業の概況、農業振興と林業振興の関  



との関連に関する現況及び見

通し 

連に関する現状と問題点、林業の振興

に関する諸計画の概要 

地域の諸問題の解決を図るた

めの各種の協定、申合せ等の実

施状況 

協定制度の実施状況、交換分合  

農業及び農村の振興及び整備

のための推進体制等 

推進体制図、財政状況、その他参考と

なる事項 

 

 

 

（県協議用図面修正） 

第２７条 発注者の指示により、令和 7年度に作成した農用地利用計画変更位置図、変更詳

細図の修正を行うものとする。 

 

（農業振興地域整備計画書作成） 

第２８条 基礎調査の結果を踏まえ、農林水産省が定める参考様式に基づき、下表のとおり

農業振興地域整備計画書及び附図を作成し、附図は将来的な利活用を考慮し Shape 形

式とする。 

計画項目 内容 附図 

農用地利用計画 土地利用区分の方向、農用地利用計画 土地利用計画

図 

農業生産基盤の整備開発計画 農業生産基盤の整備及び開発の方向、

農業生産基盤整備開発計画、森林の整

備その他林業の振興との関連、他事業

との関連 

農業生産基盤

整備開発計画

図 

 

農用地等の保全計画 農用地等の保全の方向、農用地等保全

整備計画、農用地等の保全のための活

動、森林の整備その他林業の振興との

関連 

農用地等保全

整備計画図 

農業経営の規模の拡大及び農

用地等の農業上の効率的かつ

総合的な利用の促進計画 

農業経営の規模の拡大及び農用地等の

効率的かつ総合的な利用に関する誘導

方向、農業経営の規模の拡大及び農用

地等の効率的かつ総合的な利用の促進

を図るための方策、森林の整備その他

林業の振興との関連 

 

農業近代化施設の整備計画 

 

農業近代化施設の整備の方向、農業近

代化施設整備計画、森林の整備その他

農業近代化施

設整備計画図 



林業の振興との関連 

農業を担うべき者の育成・確保

施設の整備計画 

農業を担うべき者の育成・確保施設の

整備の方向、農業就業者育成・確保施

設整備計画、農業を担うべき者のため

の支援の活動、森林の整備その他林業

の振興との関連 

農業就業者育

成・確保施設

整備計画図 

農業従事者の安定的な就業の

促進計画 

農業従事者の安定的な就業の促進の目

標、農業従事者の安定的な就業の促進

を図るための方策、農業従事者就業促

進施設、森林の整備その他林業の振興

との関連 

 

生活環境施設の整備計画 生活環境施設の整備の目標、生活環境

施設整備計画、森林の整備その他林業

の振興との関連、その他の施設の整備

に係る事業との関連 

生活環境施設

整備計画図 

 

（管理用図面作成） 

第２９条 農用地管理を目的として地番現況図に農用地区域、農用地等を表示した管理用図

面を作成する。出力仕様は発注者との協議により決定し、原則、紙媒体の資料と Shape

データとする。 

 

（打合せ協議） 

第３０条 発注者との連絡を緊密に保つとともに、本業務を円滑かつ適切に履行するため、

適宜打合せ協議を行う。受注者は、打合せ協議の内容を記録し、発注者と確認する。 

 

 

 

第３章 成果品 

（成果品） 

第３１条 本業務の成果品は以下のとおりとする。 

【令和 7年度】 

（１） 業務報告書 １式 

（２） 土地利用現況図（PDF データ） １式 

（３） 農用地利用計画変更位置図及び変更詳細図（PDF データ） １式 

（４） 基礎調査資料（紙・Word データ） １式 

（５） 基礎調査資料附図（紙・PDF データ） ３部 



【令和 8年度】 

（１） 業務報告書 １式 

（２） 農用地地番データ（Excel データ） １式 

（３） 農業振興地域整備計画書（紙・PDF データ） 20 冊 

（４） 農業振興地域整備計画書附図（紙・PDF データ） ３部 

（５） 土地利用計画図（紙・PDF データ） 10 部 

（６） 管理用図面（紙・JGD2011 対応 Shape データ） １式 

 

以上 


